
審決

不服２０１７－　　９８８５

大阪府大阪市中央区北久宝寺町２－１－１０ Ｆ船場ビル４Ｆ
請求人 Ｎｅｘｔ Ｓｔａｇｅ株式会社

大阪府吹田市豊津町１－１８ エクラート江坂ビル４階
代理人弁理士 山本 英生

　商願２０１６－７０８４４拒絶査定不服審判事件について，次のとおり審
決する。

結　論
　本件審判の請求は，成り立たない。

理　由
１　本願商標
　本願商標は，別掲１のとおりの構成からなり，第９類「スマートフォン用
のケース」を指定商品として，平成２８年６月３０日に登録出願されたもの
である。

２　引用商標
　原査定において，本願商標が商標法第４条第１項第１１号に該当するとし
て，本願の拒絶の理由に引用した登録第５７１３３９９号商標（以下「引用
商標」という。）は，別掲２のとおりの構成からなり，平成２６年４月７日
登録出願，第９類に属する商標登録原簿に記載のとおりの商品（別掲３）を
指定商品として，同年１０月２４日に設定登録され，現に有効に存続してい
る。

３　当審の判断
（１）本願商標
　本願商標は，別掲１のとおり，上端部と下端部が外側に突起した二本の灰
色の縦長太線の間に，内側に二本の白抜き線を表した灰色の横長太線を，こ
れら縦長太線の中央に食い込む又は重なるようにＨ状に配した構成からなる
図形商標であり，当該図形からは，特定の称呼及び観念は生じないというの
が相当である。
（２）引用商標
　引用商標は，別掲２のとおり，上端部と下端部が外側に突起した二本の黒
色の縦長太線の間に，黒色の横長太線を，これら縦長太線の中央に食い込む
又は重なるようにＨ状に配した構成からなる図形商標であり，当該図形から
は，特定の称呼及び観念は生じないというのが相当である。
（３）本願商標と引用商標の類否
　本願商標と引用商標とを対比すると，外観においては，両商標は，上端部
と下端部が外側に突起した二本の縦長太線の間に，横長太線が，これら縦長
太線の中央に食い込む又は重なるようにＨ状に配されている点，これら全体
の構成が欧文字「Ｈ」を横長にした印象を与える点において構成上の特徴が



一致しており，図形の外輪郭において酷似するものである。また，両商標の
相違点は，太線の色（灰色と黒色）及び横長太線中の二本の白抜き線の有無
である。そして，相違点についてみるに，灰色と黒色は共に無彩色であって
顕著な差異はないこと，さらに，当該二本の白抜き線が横長太線の内側に平
行して表されているという単純な構成であることを併せ考慮すると，取引
者，需要者に対し，これら相違点が，外観上の差違として強い印象を与える
とはいえない。してみると，本願商標と引用商標とを離隔的に観察した場
合，両商標は，外観上，相紛れるおそれがあるというのが相当である。
　そして，本願商標の指定商品は，引用商標の指定商品と同一又は類似する
ものである。
（４）小括
　以上によれば，本願商標と引用商標とは，互いに類似する商標であり，ま
た，本願商標の指定商品と引用商標の指定商品も同一又は類似するものであ
る。
　したがって，本願商標は，商標法第４条第１項第１１号に該当する。
（５）請求人の主張について
　ア　請求人は，本願商標に設けられた二本の溝は，商標の構成中で最も注
目されやすい中央部分においてその上下両脇の着色部（平行に伸びる横線）
と同程度の太さではっきりと表されており，視覚的に強い印象を与えるもの
であり，引用商標との構成の違いは極めて顕著であるから，両商標は相紛ら
わしいほど外観が類似するとはいえない旨主張する。
　しかしながら，上記（３）で述べたとおり，本願商標と引用商標は，上端
部と下端部が外側に突起した二本の縦長太線の間に，横長太線が，これら縦
長太線の中央に食い込む又は重なるようにＨ状に配されている点，これら全
体の構成が欧文字「Ｈ」を横長にした印象を与える点において構成上の特徴
が一致し，図形の外輪郭において酷似する一方，請求人の主張する本願商標
の構成中の二本の白抜き線は，横長太線の内側に平行して表されているとい
う単純な構成であることからすれば，当該白抜き線が外観上の差違として強
い印象を与えるとはいえず，両商標は，外観上，相紛れるおそれがあるとい
うべきである。
　イ　請求人は，引用商標は欧文字「Ｈ」を当然に連想させる形状であるの
に対し，本願商標の中央部分は漢字の「日」のようにも見え，単なる横線と
認識されるものではないから，本願商標は欧文字「Ｈ」を当然に連想させる
形状とまではいえず，引用商標から生じる「エイチ（エッチ）」の称呼及び
「欧文字『Ｈ』」の観念は，本願商標から当然に生じ得るとはいい難い旨主
張する。
　しかしながら，引用商標は，上記（２）で述べたとおりの構成よりなると
ころ，全体の構成が欧文字「Ｈ」を横長にした印象を与えることがあるとし
ても，両商標の横長太線部分は縦長太線の中央に食い込む又は重なるように
分離した構成要素として描かれていること及び文字と認識するには横長すぎ
る形状であることから，これに接した需要者が必ずしも引用商標を欧文字
「Ｈ」と認識するとはいえず，一種の幾何図形と認識するというのが相当で
あり，これより，引用商標からは称呼及び観念は生じないというべきであ
る。
　そして，本願商標については，上記（１）で述べたとおりの構成よりな
り，上記（３）で述べたとおり，引用商標と構成上の特徴が一致し，図形の
外輪郭において酷似する点に加え，横長太線部分の内側に平行した二本の白
抜き線があることから，これに接した需要者は一種の幾何図形と認識すると
いうのが相当であり，これより，本願商標からは称呼及び観念は生じないと
いうべきである。
　したがって，本願商標と引用商標とは，称呼及び観念によって区別するこ
とはできないというのが相当である。
　ウ　請求人は，本願商標の指定商品の主な需要者層は，スマートフォンの
使用率の高い学生，社会人，主婦といった識別能力の比較的高い層であり，
この点からも，出所混同は考え難い旨主張する。
　しかしながら，請求人の主張を裏付ける証拠の提出はなく，独自の見解と
いわざるを得ない。



　エ　したがって，請求人の上記主張は，いずれも採用できない。
（６）まとめ
　以上のとおり，本願商標は，商標法第４条第１項第１１号に該当するか
ら，登録することはできない。
　よって，結論のとおり審決する。

平成２９年１０月１１日

　　審判長　　特許庁審判官 田中 幸一
特許庁審判官 大森 友子
特許庁審判官 冨澤 武志

別掲１（本願商標）

別掲２（引用商標）

別掲３（引用商標の指定商品）
第９類「航海用計器・計測及び通信装置，測量用機器，光学用機器，計量用
機器，測定用機器，モニター付監視装置，教育用映像周波機械器具，教育用
音声周波機械器具，その他の教育用視聴覚機械器具，音響・データ及び映像
の記録用・送信用又は再生用の機器，磁気記録媒体・記録ディスク（未記録
のもの），ポケット型計算機，データ処理装置，眼鏡（光学用のもの），サ
ングラス，運動用ゴーグル，レンズ，補正レンズ（光学用のもの），コンタ
クトレンズ，コンタクトレンズ用容器，光学製品，眼鏡用枠，眼鏡ケース，
双眼鏡，双眼鏡ケース，望遠鏡，運動用保護ヘルメット，乗馬用ヘルメッ
ト，温度計，温度計（「診断用機械器具」に属するものを除く。），巻尺，
定規（測定器具），測定用コンパス，方位コンパス，拡大鏡（光学用のも
の），測距儀，高さ測定器，写真用及び映画用の機器，ビデオカメラ，写真
装置用スタンド，写真機器用バッグ及びケース，ビデオカメラ用バッグ及び
ケース，コンピュータ，ノートブック型コンピュータ，タブレット型コン
ピュータ，コンピュータ用キーボード，コンピュータ周辺機器，コンピュー
タハードウエア，マウス（コンピュータ周辺機器），マウスパッド，コン
ピュータ用リストレスト，携帯情報端末装置，電子手帳，電子メモ
帳，ＵＳＢフラッシュドライブ，ＵＳＢメモリ，ダウンロード可能なコン
ピュータ用ゲームプログラム，コンピュータソフトウェア，コンピュータ用
プログラム（電気通信回線を通じてダウンロードにより販売されるも
の），ＭＰ３プレーヤー・デジタルオーディオプレーヤー，コンパクトディ
スクプレーヤー及びＤＶＤプレーヤー，パーソナルステレオ，携帯型メディ



アプレーヤー，ラジオ送受信機，テレビジョン受信機，ビデオスクリーン，
ビデオレコーダー，電子式電気通信装置，ナビゲーション装置，全地球測位
装置（ＧＰＳ），電話用器具，携帯電話機，携帯電話機用附属品，携帯電話
機用ストラップ，携帯電話機及びタブレット型コンピュータ用ケース，携帯
電話機及びタブレット型コンピュータ用保護カバー，布又は織物材料製の携
帯電話機及びタブレット型コンピュータ用ケース，革製又は人工皮革製の携
帯電話機及びタブレット型コンピュータ用のケース，ＭＰ３プレーヤー専用
ケース・ＭＰ３プレーヤー用バッグ，コンパクトディスクプレーヤー用バッ
グ及びケース，ＤＶＤプレーヤー用バッグ及びケース，ヘッドホン，ステレ
オヘッドホン，インイヤーヘッドホーン，電話の受話器，ヘッドセット，無
線ヘッドセット，イヤホン，電話用ハンズフリーキット，ヘッドフォン用
コード巻取り器，スピーカー，光学レンズ，光学レンズケース，皮革厚測定
具，計量スプーン，はかり，歩数計，口述録音機」

（行政事件訴訟法第４６条に基づく教示）　　　　　　　　　　　　　　　
　この審決に対する訴えは，この審決の謄本の送達があった日から３０日
（附加期間がある場合は，その日数を附加します。）以内に，特許庁長官を
被告として，提起することができます。　　　　　　　　　　　　　　　　
　（この書面において著作物の複製をしている場合のご注意）　　　　　　
　　特許庁は，著作権法第４２条第２項第１号（裁判手続等における複製）
の規定により著作物の複製をしています。取扱いにあたっては，著作権侵害
とならないよう十分にご注意ください。
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